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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成22年６月24日に提出いたしました第27期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）有

価証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報

告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

 

２ 【訂正事項】 

  第一部 企業情報 

 第４ 提出会社の状況 

  ６ コーポレート・ガバナンスの状況等 

 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は    を付して表示しております。 

 

  第一部 企業情報 

 第４ 提出会社の状況 

  ６ コーポレート・ガバナンスの状況等 

 

（訂正前） 

(1) コーポレート・ガバナンスの状況 

① ～ ⑥ （略） 

⑦ 株式の保有状況 

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

該当はありません。 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上

額が資本金額の100分の１を超える銘柄 

該当はありません。 

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式 

前事業年度 
(千円) 

当事業年度 
（千円） 

役員区分 
貸借対照表 

計上額の合計額 
貸借対照表 

計上額の合計額
受取配当金 
の合計額 

売却損益 
の合計額 

評価損益 
の合計額 

非上場株式 ― 663,500 24,087 ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ― ― ―
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（訂正後） 

(1) コーポレート・ガバナンスの状況 

① ～ ⑥ （略） 

⑦ 株式の保有状況 

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

銘柄数          11銘柄 

貸借対照表計上額の合計額 663,500千円 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上

額が資本金額の100分の１を超える銘柄 

該当はありません。 

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式 

該当はありません。 

― 3 ― 



 

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第４項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年６月24日 

【会社名】 ＪＦＥシステムズ株式会社 

【英訳名】 JFE Systems, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  菊 川 裕 幸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当はありません 

【本店の所在の場所】 東京都墨田区太平四丁目１番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  

 

― 4 ― 



― 5 ― 

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長菊川裕幸は、当社の第27期(自平成21年４月１日 至平成22年３月31日)の有価

証券報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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